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           「固定資産の減損に係る会計基準」の早期適用
                および業績予想の修正に関するお知らせ

　当社は、平成１７年３月期中間決算より「固定資産の減損に係る会計基準」を早期適用することを
平成１６年１０月２９日開催の取締役会において決定いたしましたのでお知らせいたします。
　また、最近の業績の動向等を踏まえ、平成１６年５月２５日の決算発表時に公表した平成１７年３
月期（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日）の業績予想を下記のとおり修正いたしましたのでお
知らせいたします。

記

１．「固定資産の減損に係る会計基準」の早期適用について
　 当社は、財務諸表の透明性を高め、財務体質の健全化を図るため、平成１７年３月期中間決算より
「固定資産の減損に係る会計基準」を早期適用することといたしました。
　 減損処理予定額は次のとおりです。

連　　結 個　　別

減損処理予定額（特別損失） １２７ １７８

（金額の単位：百万円）
　 なお、これらの影響額は平成１６年５月２５日公表の業績予想において、概算額を織り込み済みで
 あります。

２．平成１７年３月期中間業績予想数値の修正（平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 9 月 30 日）

売　上　高 経常利益 当期純利益

前 回 発 表 予 想            （Ａ） １３,５００ ２０ １０

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） １２,０００ △７７０ △７１０

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △１,５００ △７９０ △７２０

増 減 率            （％） △１１.１ － －

（ご参考）
前期実績（平成 16 年 3 月期中間）

１５,１５１ １９４ １４６

（金額の単位：百万円）

３．平成１７年３月期中間連結業績予想数値の修正（平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 9 月 30 日）

売　上　高 経常利益 当期純利益

前 回 発 表 予 想            （Ａ） １６,０００ ４０ １０

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） １４,５００ △７４０ △６４０

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △１,５００ △７８０ △６５０

増 減 率            （％） △９.４ － －

（ご参考）
前期実績（平成 16 年 3 月期中間）

１７,２９６ ２４０ １７６

（金額の単位：百万円）



４．平成１７年３月期通期業績予想数値の修正（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日）

売　上　高 経常利益 当期純利益

前 回 発 表 予 想            （Ａ） ２９,０００ １５０ １３０

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） ２７,０００ △５４０ △４９０

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △２,０００ △６９０ △６２０

増 減 率            （％） △６.９ － －

（ご参考）
前期実績（平成１６年３月期）

３１,３８１ １３４ ２６９

（金額の単位：百万円）

５．平成１７年３月期連結業績予想数値の修正（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日）

売　上　高 経常利益 当期純利益

前 回 発 表 予 想            （Ａ） ３４,０００ ２４０ １９０

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） ３１,５００ △５１０ △４３０

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △２,５００ △７５０ △６２０

増 減 率            （％） △７.４ － －

（ご参考）
前期実績（平成１６年３月期）

３５,６３６ ３０３ ３５２

（金額の単位：百万円）

６．修正の理由
　中間期の業績は、専用工作機械が生産遅延などによる出荷のずれ込みにより、金属製建具が官公庁
の発注の遅れなどから、売上高は前回予想を下回る見込みです。また、減収による利益減に加え、棚
卸資産評価損約 5 億 2 千万円（単独・連結）を営業外費用に計上するため、上記の損益となる見込み
です。
　下半期については、上半期の業績悪化要因がかなり解消され、業績は上向く見込みですが、上半期
の落ち込みをカバーするまでは至らず、通期の業績も前回予想を下回る見通しです。

７．棚卸資産評価損について
　韓国向け専用工作機械の現地組付・調整費用が多額に発生しましたが、この内、異常な原価である
と認められた約 5 億 2 千万円について、平成１６年９月中間期（単独・連結）において棚卸資産評価
損として営業外費用に計上いたします。

以　　上


